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上記実績は、同一建物の工事であること。
ただし、複数の棟に分かれていても、工事種
目の設備システムが一体であれば、それら複
数の棟を合わせたものを同一の建物とみな
す。また、システム一式工事とは機器、機材
及び配管又はダクトで構成し、試験及び調整
を含んだ工事とする。また、複合用途建築物
については、同種工事として認める建物用途
部分が同種工事として求める建物規模以上あ
る建築物については、同等の施工実績がある
ものと見なし、同種工事として認める建物用
途の部分が全体の過半を占め、かつ全体が同
種工事として求める建物規模以上ある建物に
ついても、同等の施工実績があるものと見な
す。なお、当該実績が大臣官房官庁営繕部、
地方整備局、北海道開発局（農業水産事業部
門を除く）の発注工事又は工事成績相互利用
適用対象工事（※）に係る実績である場合に
あっては、工事成績評定通知書の評定点が65
点未満であるもの又は工事成績評定の通知を
受けていないものを除く。
※工事成績相互利用適用対象工事とは、入札
説明書別紙４に示す工事成績相互利用登録
発注機関が発注した工事とする。（以下同
じ。）

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に配置できること。なお
建設業法第26条第３項及び建設業法施行令第
27条第１項に該当する場合は、当該技術者は
専任でなければならない。
 １級管工事施工管理技士、技術士（機械
部門（選択科目を「流体工学」又は「熱工
学」とする者に限る。）上下水道部門、衛生
工学部門又は総合技術監理部門（選択科目
を「流体工学」、「熱工学」又は上下水道部
門若しくは衛生工学部門に係わるものとす
る者に限る。）に合格した者。）、「技術士法施
行規則の一部を改正する省令（平成15年文
部科学省令第36号）による改正前の技術士
（機械部門（選択科目を「流体機械」又は
「暖冷房及び冷凍機械」とする者に限る。）、
水道部門又は総合技術監理部門（選択科目

を「流体機械」、「冷暖房及び冷凍機械」又
は水道部門若しくは衛生工学部門に係わる
ものとする者に限る。）に合格した者。）又は
国土交通大臣がこれらの者と同等以上の能
力等を有するものと認定した者であるこ
と。
 平成13年度以降に、元請けの技術者とし
て上記に掲げる同種工事の経験を有す
る者であること。（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。ただし、建築一式工事にお
ける工事実績は含まない。ただし、１人の
主任（監理）技術者が同種工事の全ての要
件を満たさなければならない。また、共同
企業体にあっては、構成員のいずれか１人
の主任（監理）技術者が同種工事の経験を
有していればよい。なお、当該実績が大臣
官房官庁営繕部、地方整備局、北海道開発
局（農業水産事業部門を除く）の発注工事
又は工事成績相互利用適用対象工事に係る
実績である場合にあっては、工事成績評定
通知書の評定点が65点未満であるもの又は
工事成績評定の通知を受けていないものを
除く。（工事成績評定通知書の再発行等につ
いては、５年以内のものは該当工事発注事
務所にて、それ以前のものは営繕部技術・
評価課に申請すれば再発行が可能である。
但し、工事成績相互利用適用対象工事は対
象外。）さらに、当該実績が、工期１年未満
の工事にあっては工期の半分未満の従事期
間、工期１年以上の工期の工事にあっては
６ヶ月未満の従事期間である場合は実績と
して認めない。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
 配置予定の主任（監理）技術者にあって
は直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であ
るので、その旨を明示することができる資
料を提出するものとし、その明示がなされ
ない場合は入札に参加できないことがあ
る。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に、九州地方整備局長から工事請負
契約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年
３月29日付け建設省厚第91号）に基づく指名
停止を受けていないこと。

・建物用途 車庫、倉庫、体育館、武道館、
ホテル、旅館、集合住宅及び寄宿舎を除
く建物用途
・階数 地上３階建以上
・規模 延べ面積3000以上（増築にあっ
ては増築部分の面積）
・工事種目 空気調和設備（システム一式
工事）

 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある又は特別な提携関係等があ
る建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に以下の基
準のいずれかに該当する関係がないこと（基
準に該当する者のすべてが共同企業体の代表
者以外の構成員である場合を除く。）。
 資本関係 以下のいずれかに該当する二
者の場合。ただし、子会社又は子会社の一
方が更生会社又は再生手続が存続中の会社
等（会社法施行規則第２条第３項第２号の
規定による会社等をいう。以下同じ。）であ
る場合は除く。
 親会社と子会社の関係にある場合
 親会社を同じくする子会社同士の関係
にある場合

 人的関係 以下のいずれかに該当する二
者の場合。ただし、については、会社等
の一方が更生会社又は再生手続が存続中の
会社等である場合は除く。
 一方の会社等の役員が、他方の会社等
の役員を現に兼ねている場合
 一方の会社等の役員が、他方の会社等
の管財人を現に兼ねている場合

 その他入札の適正さが阻害されると認め
られる場合
その他上記又はと同視しうる資本関係
又は人的関係があると認められる場合。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 総合評価に関する事項等
 本工事の総合評価は以下のとおり実施す
る。
１）施工体制（施工体制評価点）
品質確保の実効性：15点
施工体制確保の確実性：15点
２）技術提案（加算点）
◆工事目的物の性能・機能に関する事項
品質の向上：60点

 入札参加者は、価格及び技術資料をもって
入札を行い、の要件に該当する者のうち、
よって得られる標準点、施工体制評価点
（０～30点）及び加算点（０～60点）の合計
を入札価格で除した数値（以下、「評価値」と
いう。）の最も高い者（複数存在する場合は
による。）を落札者とする。

 評価対象要件
 入札価格が予決令第79条の規定に基づ
いて作成された予定価格の制限の範囲内
であること。
 評価値が標準点（100点）を予定価格
で除した数値（以下、「基準評価値」とい
う。）に対して下回らないこと。

 評価方法
 標準点 当該工事について、入札説明
書等に記載された要求要件を実現できる
と認められる場合には、標準点100点を
与える。
 施工体制評価点及び加算点 の評価
項目について、施工体制評価点及び加算
点を与える。
 評価項目及び得点配分 評価項目（
～）毎に評価を行い、及びにお
ける評価点の合計点を施工体制評価点と
し、における評価点の合計点を加算点
とする。

 評価値の最も高い者が２人以上あるとき
は、該当者にくじを引かせて落札者を決め
る。

 技術提案資料の作成 技術提案資料は入札
説明書に基づき作成するものとする。
 ヒアリングの実施（施工体制の審査） ど
のように施工体制を構築し、それが入札説明
書等に記載された要求要件の実現確実性の向
上につながるかを審査するためのヒアリング
を実施するとともに、ヒアリングに際して追
加資料を求めることがある。（詳細は入札説明
書による。）
 その他 技術提案に基づく施工計画の採否
については、競争参加資格の確認結果に併せ
て電子入札システム（紙により申請した場合
は、紙）にて通知する。

４ 担当部局
〒8120013 福岡市博多区博多駅東２丁目10
番７号（福岡第二合同庁舎）国土交通省九州地
方整備局総務部契約課工事契約調整係 電話
0924716331㈹（内線2534）
５ 入札説明書の交付及び申請書の提出に係る事
項
 入札説明書の交付
 交付期間：別表１に示す期間。
 交付場所：上記４に同じ。
 その他：電子入札システムにより交付す
る。ただし、電子入札に対応していない等
の理由でダウンロードによる入手ができな
い場合は、交付終了日の２日前までに４の
担当部局に連絡すること。
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